
第２２期 第２２回  

佐賀県有明海区漁業調整委員会 

 
 

日 時：令和５年４月２８日（金） 
１４：００～ 

場 所：佐賀県水産会館「大会議室」 
（佐賀市西与賀町厘外821番地の2） 

 
 

～ 次   第 ～ 

 
 
１ 開    会 
 

２ 議    題 

 
（１） 令和５年度水産振興事業計画について（報告）・・・・・・・・・・・ P１～２ 

（２）ウミタケの採捕に係る委員会指示（案）について（協議）・・・・・・ P３～１４ 

（３）令和５年度潜水器（簡易潜水器）漁業の許可方針（案） 

について（諮問）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P１５～１９ 

（４）委員会指示の適用除外について（協議） 

   １ 日本工営株式会社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P２０～２７ 

２ 鹿島市下水道課・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P２８～４２ 

３ 佐賀市上下水道局・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P４３～５８ 

（５）その他 

 

３ 閉    会  
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佐賀県有漁調指示第 号（案）  
  
 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２０条第１項の規定に基づき、佐賀県有明海区
におけるうみたけについて、次のとおり指示する。  
  
  令和５年 月  日  
  
                      佐賀県有明海区漁業調整委員会  
                        会  長  西 久 保 敏  
  
（採捕の禁止）  
１ 令和５年６月１日から令和６年５月３１日までの間の佐賀県有明海において、うみたけ
の採捕を禁止する。ただし、２の承認を受ける場合、または試験研究等のために佐賀県有明
海区漁業調整委員会の承認を得た場合はこの限りではない。 
 
（承認操業）  
２ 船舶を使用してこの漁業を操業しようとする者は、船舶ごとに佐賀県有明海区漁業調
整委員会（以下「委員会」という。）の承認を受けなければならない。  
 
(1) 承認の対象漁業 

佐賀県有明海区有共第１号で操業するうみたけ漁業および簡易潜水器漁業とする。 
 
 (2) 承認隻数  
   この漁業の承認できる隻数の最高限度は、ねじ棒漁業が 60 隻、簡易潜水器漁業が 10 隻
とする。 
 
 (3) 操業方法等  
  ア 操業期間 

令和５年６月１日から同年６月３０日までとする。 
 

 イ うみたけ採捕数量の上限 
採捕数量の上限は、資源量調査結果等を基に委員会で承認された数量までとする。 
 

(4) 夜間操業の禁止 
   操業時間は、午前５時３０分から午後７時までの時間とする。  
 

4



(5) 休漁日の設定 
毎週土曜日は休漁日とする。 

 
(6)承認書の備付け及び操業旗章の掲揚  
   この漁業の承認を受けた者は、操業の際使用する船舶ごとに、委員会が交付した承認書

を所持するとともに、委員会が別に定める操業旗章を掲揚しなければならない。 
 
 (7) 漁獲成績報告書の提出義務  
   この漁業の承認を受けた者は、船舶ごとに、令和５年８月３１日までに、委員会が別に

定める漁獲成績報告書を提出しなければならない。  
 
 (8)  取扱要領  
   この指示に定めるもののほか、操業の承認に関する取扱いについては、別に委員会が定

めるところによる。  
 
（指示の有効期間）  
３ この指示の有効期間は、公示した日から令和６年５月３１日までとする。 
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うみたけ漁業承認事務取扱要領 
令和５年５月 日 

佐賀海有明海区漁業調整委員会 
 
１ 承認対象者の範囲  

佐賀県有明海域有共第１号で操業するうみたけねじ棒漁業者および簡易潜水器漁業者と
する。  
 
２  承認の申請  
（ア）うみたけ漁業の承認（以下「漁業の承認」という。）を受けようとする者は、うみた
け漁業承認申請書（第１号様式）を、以下に掲げる書類を添えて佐賀県有明海区漁業調整委
員会（以下「委員会」という。）に提出しなければならない。 

(１)  漁業権者の同意書 
 (２)  簡易潜水器漁業の場合は、その許可証の写し。ただし、許可申請中である場合は、

その申請書の写し 
（３） 誓約書 
（４） その他委員会が必要と認める書類  

（イ）申請すべき期間は、令和５年 5 月 8 日から令和５年 5 月１９日までとする。 
 
３  承認証の交付  

委員会は、漁業の承認をしたときは、うみたけ漁業承認証（以下「承認証」という。）（第 
２号様式）を申請者に交付する。 
  
４  承認証の書換交付  

漁業の承認を受けた者は、承認証の記載事項に変更を生じたときは、速やかにうみたけ漁
業承認証書換交付申請書（第３号様式）に、２（１）〜（４）の書類及び承認証を添えて委
員会に提出すること。  
 
５  承認証の再交付  

漁業の承認を受けた者は、承認証を亡失し、又はき損したときは、速やかにうみたけ漁業
採捕承認証再交付申請書（第４号様式）を委員会に提出し、承認証の再交付を受けること。  
 
６  承認証の返納  

漁業の承認を受けた者は、操業期間終了後２月以内に承認証を委員会に返納しなければ
ならない。なお、返納時に承認証を亡失していた場合は、うみたけ漁業承認証亡失届（第５
号様式）を委員会に提出すること。 
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７  漁獲成績報告書  

委員会指示の２（７）に規定する漁獲成績報告書の様式は第 6 号様式のとおりとする。  
 
８  有効期間  

この取扱要領の有効期間は、公示した日から令和６年５月 31 日までとする。 
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（様式第１号） 

うみたけ漁業承認申請書 
 

年 月 日 
 
佐賀県有明海区漁業調整委員会会長 様 

 
 

住所       
氏名       

 
 
下記によりうみたけ漁業の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１ 使用船舶 

(１) 船名 
(２) 漁船登録番号 
(３) 総トン数 
(４) 推進機関の種類及び馬力数 
 

２ 漁業の種類 
 
３ 採捕期間   年 月 日 〜  年 月 日 まで 
 
４ 採捕に従事する者の住所及び氏名 
 
５ 添付書類 
・佐賀県有明海漁業協同組合の同意書  
・簡易潜水器漁業の場合は、その許可証の写し、ただし許可申請中である場合は、その申請
書の写し 
・誓約書 
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（様式第２号） 
佐賀県有区漁調委第 号 

 

うみたけ漁業承認証 
 

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

 
 
１ 使用船舶 

(１) 船名 
(２) 漁船登録番号 
(３) 総トン数 
(４) 推進機関の種類及び馬力数 
 

２ 漁業の種類 
 
３ 採捕期間 年 月 日 〜  年 月 日 まで 
 
４ 採捕に従事する者の住所及び氏名 

 
上記のとおり承認する。 
 

年  月  日 
 

佐賀県有明海区漁業調整委員会  
会長  
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（様式第３号） 
 

うみたけ漁業変更承認申請書 

年 月 日 
 
佐賀県有明海区漁業調整委員会会長 様 

 
 

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）   

 
 
下記によりうみたけ漁業承認の内容変更について承認を受けたいので申請します。 
 

記 
 
１ 承認番号 佐賀県有区漁調委第 号 
 
２ 承認年月日  年 月 日 
 
３ 変更しようとする事項 
 

 
４ 変更しようとする理由 
 
  

現在の承認内容 変更しようとする事項 
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（様式第４号） 
 

うみたけ漁業承認証再交付申請書 

年 月 日 
 
佐賀県有明海区漁業調整委員会会長 様 

 
 

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）    

 
 
下記によりうみたけ漁業承認証の再交付を受けたいので、申請します。 
 

記 
 
１ 承認番号 佐賀県有区漁調委第 号 
 
２ 承認年月日  年 月 日 
 
３ 亡失（き損）の理由 
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（様式第５号） 
 

うみたけ漁業承認証亡失届 

年 月 日 
 
佐賀県有明海区漁業調整委員会会長 様 

 
 

住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在地） 
氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名）    

 
 
下記によりうみたけ漁業承認証を亡失しましたので届けます。 
 

記 
 
１ 承認番号 佐賀県有区漁調委第 号 
 
２ 承認年月日  年 月 日 
 
３ 亡失（き損）の理由 
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(様式第６号）
年 月 日 令和   年   月   日
操 業 方 法 ねじ棒・簡易潜水器
休 業 理 由 土曜公休・潮休み・時化・その他（   ）

ウミタケ 個体・箱 

・操業位置を○で囲んでください
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※ 氏名欄は自署に限る（押印不要） 

誓約書 

 
 私は、うみたけ漁業の承認申請に当たり以下の事項について誓約します。 

 

 

１ 下記の①から④の事項に関していずれにも該当しません。 

  ①漁業又は労働に関する法令を遵守せず、かつ、引き続き遵守することが見

込まれない者であること。 

  ②暴力団員等であること。 

  ③法人であって、その役員又は漁業法施行令（昭和 25 年政令第 30 号）で定

める使用人のうちに前２項のいずれかに該当する者があるものであること。 

  ④暴力団員等がその事業活動を支配する者であること。 

 

２ 適切な資源管理を実践します。 

 

３ 漁業の生産力の向上に努めます。 

 

 

 年  月  日 

 

住所                 

 

氏名                 
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令和５年度潜水器（簡易潜水器）漁業許可方針（案） 
 

第１ 制限措置 

１ 漁業種類 

うみたけ簡易潜水器漁業 

２ 許可又は起業の認可をすべき船舶の数 

  １０隻 

３ 船舶の総トン数 

制限なし 

４ 推進機関の馬力数 

制限なし 

５ 操業区域 

  佐賀県有明海（別添のとおり） 

６ 漁業時期 

６月１日から６月３０日まで 

７ 漁業を営む者の資格 

（１） 佐賀県において漁港機能を有する施設を拠点として漁業を営も

うとする者 

（２） 佐賀県の漁船原簿に登録されている船舶を使用する権利を有す

る者  

（３） 潜水士の資格を取得している者。または、取得する見込みがあ

る者。 

（４） 佐賀県漁業調整規則（令和２年佐賀県規則第63号。以下「規則」と

いう。）第１０条第１項各号のいずれにも該当しない者 

（５） 適切な資源管理を実践できる者 

（６） 漁業の生産力の向上に努めようとする者 

 

第２ 許可の有効期間 

令和５年６月１日から令和５年６月３０日まで 

 

第３ 申請すべき期間 

１ 申請すべき期間（以下「申請期間」という。）は、令和５年５月８日

から令和５年５月１９日までとする。 

 

第４ 条件 

１ うみたけ以外のものを採捕してはならない。 

２ 操業時間は午前５時３０分から午後７時までの満潮前後２時間以内

とする。 

３ １日１隻あたり３０ｋｇを超えるうみたけを採捕してはならない。 
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４ 潜水作業者は、潜水士免許（高圧作業安全衛生規則第５２条）受給者

でなければならない。 

５ 潜水士が許可証の受有者と同一である場合は、１名以上操船ができる

者を乗船させなければならない。 

６ 潜水作業従事者は、１隻１名とする。 

７ 操業中は、国際信号旗Ａ旗及び県が指定する操業標旗（船舷１．５メ

ートル以上の高さ）を掲げなければならない。 

８ マスク式潜水器を使用してはならない 

９ ポンプを使用して生ずる水流を利用して操業してはならない。 

１０ １日の操業で使用するボンベは、２００ｋ入りボンベ２本以内とする。 

１１ 佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第４０号で指示した竹羽瀬漁業

にかかる保護区域（竹羽瀬の両こうでと、両こうで先を７０メートル

延長した線及び両こうで先を７０メートル延長した線の先端を結んだ

線によって囲まれた区域並びに竹羽瀬後面１０メートルの範囲に含ま

れる区域）で操業してはならない。 

１２ 次に掲げる海域以外で操業してはならない。 

（１） 網洗い沖漁場 

① 次のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ及びアの点を順次に結んだ直線によっ

て囲まれた海域 

ア ２９号鋼管と２０７号鋼管を結

んだ線と、３０号鋼管と３１号

鋼管を結んだ線の延長線の交点 

イ ２９号鋼管 

ウ １３２号鋼管 

エ ２８号鋼管 

オ １３３号鋼管  

 

カ ２７号鋼管と１２号鋼管を結ん

だ線の延長線と、２８号鋼管と

１３３号鋼管を結んだ線の延長

線の交点 

キ ２７号鋼管と１２号鋼管を結ん

だ線の延長線で、２７号鋼管か

ら西へ１２５０メートルの点 

 

② 次のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ及びアの点を順次に結んだ直

線によって囲まれた海域 

ア ３３号鋼管と３４号鋼管を結ん

だ線と、２９号鋼管と２０７号

鋼管を結んだ線の交点 

イ ３４号鋼管 

ウ ２６５号鋼管 

エ ２６６号鋼管 

オ ２７２号鋼管 

カ ３５号鋼管 

 

キ ２２３号鋼管と３５号鋼管を結

んだ線の延長線と、２７号鋼管と

１２号鋼管を結んだ線の延長線

の交点 

ク ２７号鋼管と１２号鋼管を結ん

だ線の延長線で、２７号鋼管から

西へ１４５０メートルの点 

ケ ３０号鋼管と３４号鋼管を結ん

だ線と、２９号鋼管と２０７号鋼

管を結んだ線の交点 
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（２） 国営有明干拓地区有明工区沖漁場 

次のア、イ、ウ、エ、オ、カ、キ、ク、ケ、コ、サ、シ、ス、セ、ソ、タ、

チ及びアの各点を順次に結んだ直線によって囲まれた海域 

ア ３５１号鋼管 

イ ３７４号鋼管 

ウ ３７５号鋼管 

エ ３７６号鋼管 

オ ４４５号鋼管 

カ ５７号鋼管 

キ ４３１号鋼管 

ク ３０４号鋼管と３０３号鋼管を

結んだ線の延長線で、３０４号鋼

管から南へ５００メートルの点 

ケ ３０４号鋼管 

 

コ ３０４号鋼管と３０３号鋼管を

結んだ線で、３０４号鋼管から北

へ３００メートルの点 

サ ３１９号鋼管 

シ ３２２号鋼管と３２３号鋼管を

結んだ線で、３２２号鋼管から北

へ１００メートルの点 

ス ３２３号鋼管 

セ ４９号鋼管 

ソ ３３９号鋼管 

タ ３４９号鋼管 

チ ３９２号鋼管 
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佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第１号、第５６号、第５７号、第５９号の適用除外申請書 
 
 

佐賀県有明海区漁業調整委員会会長 様 
住所 佐賀市若宮３丁目６番６０号 
氏名 佐賀市上下水道局 

佐賀市上下水道事業管理者 姉川 久 
 
 

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示の適用除外について（申請） 
 
 

下記により適用除外を受けたいので申請します。 
 なお、当該委員会指示が継続となった際には、本申請をもって新しい委員会指示の適用除外申請として取り扱

っていただきますようお願いします。 
 

記 
 
1 適用除外を申請する委員会指示 

佐賀県有明海区漁業調整委員会指示第１号、第５６号、第５７号、第５９号 
 

2 適用除外の目的・理由 
「公共下水道終末処理場の排水の水質に関する協定第 7 条第 2 項」に基づく水質・底質調査のため 
 

3 適用除外の期間 
令和５年６月１日から令和６年３月２９日まで 
 

4 調査を実施する者の住所及び氏名 
佐賀市光１丁目１番２号 （一財）佐賀県環境科学検査協会 代表者名：木原 奉文 

従事者名：緒方 雅光 
     田中 寛之 

 
5 調査に使用する船舶 
  （船名、漁船登録番号等、総トン数、推進機関の種類及び馬力数、所有者氏名） 別紙１参照 
 
6 採捕しようとする水産動植物の名称及び数量 底生生物 約 1300g 
 
7 調査方法 

別紙２に示す測定点（No.1～No.7）において、６月及び１１月の大潮、小潮時に採水・採泥を行い、 
水素イオン濃度、化学的酸素要求量、浮遊物質量、マクロベントス等を測定する。 
 

8 調査区域 
別紙２のとおり 
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